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防災意識の向上のための防災情報提供方法について 

 

EC17050 松田 泰人 

 

1. 研究背景 

我が国は、災害が多い国であり、地震や噴火、大雨や台風など色々な災害が起きる。防災対策や減災対策

のための諸施設が高度な技術で設計され配置されているが、災害の発生のたびに被災者も多く発生している

ことが現状である。例えば、2011 年 3 月 11 日に起こった東日本大震災では避難の見切り遅れや津波の認識

のあまさから津波に巻き込まれた被災者の方が助けを求めるニュースが何回も放映された。最近で言えば、

2018 年 6 月 28 日の西日本豪雨で洪水浸水想定区域や土砂災害警戒区域において、避難行動を促す情報が発

令されたにも関わらず人的被害が多く発生した。 

実際に台風や大雨での災害で逃げ遅れた人の事後談１）では、「自宅に留まった方が安全と判断した」や

「浸水する地域だと考えていなかった」など避難判断に必要な情報伝達が不足していたり自宅の浸水リスク

について理解が進んでなかったりしている。 

防災対策、減災対策がしっかりしているにも関わらず逃げ遅れる人がいるのは何故か、またどうしたら被

災を減らすことが出来るのかを考えてみると、人々の防災意識の向上が必要であると思われる。 

 

2. 研究目的 

2021 年 5 月から警戒レベル 4 の避難指示、避難勧告が避難指示のみとなった。情報が混濁しないように統率す

ることで防災意識についての高まりを感じている。そこで本研究では防災意識に重点を置き、どのような防災情報

がどのように提供されるべきかについて考察をする。 

 

3. 研究方法 

研究方法としてマイ・タイ

ムラインを被験者に実際に作

ってもらい、マイ・タイムラ

インを作る前と後で被験者に

簡単なアンケートを取り、作

成前と後での被験者の意識の

違いがあるかどうか、防災に

ついてどう考えているかを比

べる。本研究では被験者とし

てわだちコンピューターハウ

スの 3 名(被験者Ａ、被験者

B、被験者Ｃ)に協力していた

だいた。マイ・タイムライン  

図-1 マイ・タイムラインの様式 2) 
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の様式は東京都防災ホームページ２）に添付されているマイ・タイムラインシート(図-1)を使う。 

 

4. タイムライン作成過程の考察 

(1)筆者のケース 

ハザードマップ(図-3)の浸水想定区域を調べ、マイ・タイムラインを作成した。筆者作成のタイムライン

(図-2)では、避難所まで時間があまりかからず周りの地域の人に声をかける余裕が生まれるのではないかと

思った。ハザードマップ(図-3)を調べた結果、洪水や浸水被害想定は低いことがわかったため、自宅待機も

視野に入れている。 河川の堤防は高めになっており、避難経路に土砂崩れの恐れも無いため比較的避難しや

すい。 

 

 

(2)被験者Ａのケース 

被験者 A の個人的状況は以下の通

りである。 

・車椅子を使用している。 

・5 階建てのマンションの 1 階に

住んでいる。 

・同じマンション内の人達と避難

出来るように話し合っている。 

上記のことを前提にマイ・タイム

ライン(図-4)を作成した。そこから

以下のことが分かった。 

・避難グッズなど私生活で準備を

しているため避難準備にあまり

時間を取られない。 

・同じマンション内での避難で健

常者に合わせていたら遅れてし

まうのではないか。 

 

(3)被験者Ｂのケース 

被験者 B の個人的状況は以下の通

りである。 

図-2 筆者作成のマイ・タイムライン 

 

図-3 1 時間 97mm 想定のハザードマップ 
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・車椅子を使用している。 

・一軒家に住んでいる。 

・災害が起きたらケアマネ

ージャーに避難の手助け

をしてもらう。 

上記のことを前提にマイ・タ

イムライン(図-5)を作成した。

そこから以下のことが分かっ

た。 

・避難所までの経路に河川

があり避難が困難になる可

能性がある。 

・避難所までの経路が困難

で時間がかかってしま

う。 

 

(4)被験者Ｃのケース 

被験者 C の個人的状況は以

下の通りである。 

・松葉杖を使用している。 

・一軒家に住んでいる。 

上記のことを前提にマ

イ・タイムライン(図-6)を

作成した。そこから以

下のことが分かった。 

・松葉杖使用のため避

難経路を慎重に選ば

なくてはならない。 

・避難グッズも重たく

ならないように必要

なものを選出しない

といけない。 

 

５．被験者へのアンケートの結果 

(1)マイ・タイムラインを作る前 

災害時の避難のことを考えているか？の問に関して以下の回答を得た。 

被験者 A の回答 

防災グッズの準備はしており、避難所も分かるが避難経路、ハザードマップ等を見たことがない。 

被験者 B の回答 

避難することを考えていない。 

被験者 C の回答 

図-4 被験者 A 作成のマイ・タイムライン 

 

 

 

図-5 被験者 B 作成のマイ・タイムライン 

 

 

 
図-6 被験者 C 作成のマイ・タイムライン 
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避難所に行くと不便なのでできれば避難したくない。 

(2)マイ・タイムラインを作った後の意識の変化は以下の通りである。 

被験者 A の回答 

できる限り早めに避難しないと間に合わないことが分かり移動困難になる前に避難しようと思った。 

被験者共通の回答 

ハザードマップを見て危険な場所なのが分かり避難の意識をしようと思った。 

(3)アンケート結果の考察 

 作成していただいたマイ・タイムラインを図-4、図-5、図-6 に記す。今回、協力していただいた 3 名は足に

障がいを抱えており、移動が困難となっている。3 名とも足が不自由で避難に時間がかかってしまうのが問

題点としてあがり、出来れば避難せず自宅で待機した方が安全という考えだった。マイ・タイムラインを作

る前では、防災グッズは用意しているが、ハザードマップを調べたり災害が起こった時何をすれば良いのか

分からない状態だった。 

健常者(例えば筆者)と比べて、準備期間や避難時間に時間を要することがわかった。作る前と後でアンケ

ートをとり、作る前では防災バッグの準備はしているがハザードマップや避難経路の確認はしておらず避難

所に行くより自宅の方が安全と 3 名とも考えていたが、作成後では、ハザードマップを見直し、できる限り

早めに避難しないと間に合わないことが分かり避難意識を高めることが出来た。被害想定を確認しつつその

時どのような行動をすれば良いかを明確にできたが、自宅にて待機なのか早めに避難をするべきなのか判断

する能力はまだ低いと感じた。 

 

６．まとめと今後の展望 

本研究では防災意識を高める方法として、マイ・タイムラインの作成を試みた。実際に被災した時に、役に

立てられるように遊び感覚 DIG やマイ・タイムラインにより、避難や防災について考えるということを防災

訓練などに定期的に取り入れたら良いと思う。 

今後はできる限り多くの人にマイ・タイムラインを作ってもらい避難についてどのように考えているのかを

知る機会を広める必要があると考える。また実際に被災された方の作成するマイ・タイムラインとの比較も実

施するとよい。 
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2021 年度卒業研究論文概要 

統計データの時系列分析による中心市街地活性化策の検討 

EC18005 磯谷 宙冶 

1.研究目的

大規模小売店舗法の廃止後、平成 10 年に大規模小売店舗立地法が制定され、その中にある中心市街地活性

化法によって全国各地で中心市街地活性化の取り組みが行われている。しかし、その効果は薄く空洞化が進

んでいる。また、郊外への出店が増えていき、大型ショッピングセンターの影響によって、賑わっていた商

店街も店を閉めるところが多く、シャッター通りになっている。私の住む岐阜市も同じ状態となっている。

本研究では、岐阜市の商業の変化を調べていき、なぜそのような状態になったかを商業のデータや過去の歴

史を振り返り考察していく。 

2.研究方法

岐阜市の過去と現在の商業の変化を見るために経済産業省の商業統計を利用する。また、岐阜市の公式サ

イトに載っている商業統計も利用しながらデータを収集する。集めるデータの内容は、卸売業と小売業、そ

して歩行者量である。 

3.研究結果

(1)戦後の商業

卸売業の 1959 年と 1975 年を見比べた際、事業所数は約 1.7 倍であり、年間商品販売額は約 14 倍になっ

ている。小売業も同様に事業所数は約 1.8 倍であり、年間商品販売額は約 20 倍と大きく変化している。商業

の繫栄が大きく進んでいることが分かる。 

図-1 1959 年から 1975 年の卸売業 図-2 1959 年から 1975 年の小売業 



中部大学 工学部 都市建設工学科 

アパレル産業も同様に 1959 年から事業所数と年間商品販売額ともに上昇している。

図-3 1955 年から 1971 年のアパレル産業 

(2)バブル経済前後の商業 

卸売業と小売業どちらも年間商品販売額が上昇していることが分かる。小売業では、事業所数は減少した

ものの年間商品販売額は上昇していることから 1 つの事業所あたりの取引が大きくなっていることが分か

る。 

図-4 1980 年から 1994 年の卸売業 図-5 1980 年から 1994 年の小売業 

　アパレル産業では、バブル経済によって大きな成果が上がっていることが分かる。1980 年に一度事業所

数と年間商品販売額が減少しているが、そこからは右上がりとなっているため、発展し続けていることが分

かる。 

図-6 1975 年から 1989 年のアパレル産業 
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(3)バブル経済崩壊後の商業

　卸売業の 1994 年と 2014 年を見比べた際、事業所数は 3461 店舗から 1578 店舗まで減少しており、約 2
分の 1 になったことが分かる。年間商品販売額も同様に 20397 億円から 11130 億円と 2 分 1 まで減少して

いることが分かる。小売業の 1994 年と 2014 年を見比べた際、事業所数は 5893 店舗から 2877 店舗と減少

している。年間商品販売額も同様に 5451 億円から 4150 億円と減少していることが分かる。 

図-7 1994 年から 2014 年の卸売業 図-8 1994 年 2014 年の小売業 

アパレル産業も卸売業と同時に減少している。1991 年の事業所数が 1442 店舗だが、2014 年には 791 店

舗と約 2 分の 1 まで減少している。年間商品販売額も同様に 2 分の 1 まで減少している。 

図-9 1991 年から 2014 年のアパレル産業 

(4)平日と休日の歩行者量

　1983 年のバブル経済に近い時期では、卸売業と小売業が盛んだったことから多くの歩行者がいたことが

分かる。しかし、バブル経済崩壊後、歩行者量は平日と休日のどちらとも減少し続けていることが分かる。

また、名鉄岐阜と JR 岐阜の歩行者量の減少から他県からの人が減っていることが分かる。 

図-10 平日の歩行者量 図-11 休日の歩行者量 
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4.考察

　岐阜市はバブル経済までは多くの人で賑わっており、商業自体も盛んだったことが分かる。全国からバイ

ヤーが集まり、多くの取引がされていたことも分かる。しかし、バブル経済崩壊後から大規模小売店舗法の

改正によって、賑わっていた岐阜市の商業が大きなダメージを受けた。やはり、ロードサイド型大型店の出

店やショッピングセンターの影響が大きいと感じる。アパレル産業に特化していた岐阜市だが、人の減少に

よって売り買いすることができず、事業所数が減っているのではないかと考える。岐阜市は車での移動する

人が多いため、広い無料駐車場があるショッピングセンターに行く人が多い。しかし、商店街では無料駐車

場がなく、有料駐車場しかないため、利用する人が少なく、人の減少につながったと考える。 

5.結論

　岐阜市ではアパレル産業を中心に全国へと発信し続けていた。しかし、バブル崩壊や大規模小売店舗法

の改正により、苦しむ場面が多くあった。それにより、事業所数と年間商品販売額が減少し続けている。

このことは岐阜市の商店街だけではない。全国の商店街でもいえることである。それを変えるべく、多く

の地方都市で中心市街地活性化策は行われている。成功している事例もあるが、やはりそのまま変わらず

にいる地方都市の方が多い。過去の姿からどのように発展していたのかを学び、それをふまえて商店街に

大きな魅力をつくるべきだと考える。 
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２０２１年度卒業研究論文概要 

 

道路における植樹帯と移動空間の調和 

 

EC18015 小野玖太朗 

 

１ 研究背景 

愛知県名古屋市では約１０万４千本（平成２６年４月現在）１）の街路樹を管理しており、市域における街路樹密度は、大

都市でトップクラスとなっている。街路樹は美しい並木がまちの景観をつくり、新緑や紅葉、花々が人工的な街並みに彩り

と季節感を与えるなど、日常生活における身近な緑としての面がある。また周囲の気温上昇を抑える、大気汚染物質を吸

着して空気を浄化、車と歩行者を分離、沿道の火災時には熱を吸収、低減するなど、交通環境の向上や災害時に役立つ

面がある。 

その一方で、秋には落葉が交通を妨げ、景観を悪化させることがある。また掃除が必要になることや、枝葉の剪定な

どに維持管理費がかかることなどのマイナスの面もある。 

しかし前述の利点の方が大きいと考えるため、植樹帯のある街並みを増やすことで、歩行者と自動車の交通環境をより

良くした街が作れると考え本研究を行った。 

 

２ 研究目的 

人や車の移動が優先される道路空間において植樹帯は優先度が低いが、交通を分離し、生活道路では自動車の走行

速度を落とす役割などの安全の面、緑を感じられるといった景観の面での利点がある。そのため本研究では、交通、景観

の面での植樹帯の役割を再確認しより良い道路を創るための基礎資料を得ることが目的である。 

 

３ 研究方法 

道路構造令や名古屋市のホームページを参考に植樹帯についての知識を深める。その後、対象地域として選定した

名古屋市瑞穂区の植樹帯についての現地調査を行い、植樹帯の樹種、面積、特徴、利点などを調べ、その特徴や傾向

を整理する。また瑞穂区の土木事務所の道路管理担当者に話を聞き、疑問点や質問をする。その後、調査した情報をま

とめ、植樹帯のある街並みを増やすことができるのかを考察し、問題点や解決策を提案する。 

 

４ 植樹帯の機能 

道路構造令の解説と運用２）に基づき、植樹帯の機能を整理した。植樹帯には良好な交通環境の整備、沿道における生

活環境の確保等の機能がある。また都市部の公共空間を形成する役割がある。植樹帯には大きく分け、４つの役割があり、

「異種交通の分離により、交通の安全性、快適性の向上」、「植樹によっての効果による通行環境の向上」、「沿道における

良好な生活環境の確保」、「都市部の良好な公共空間の形成」の機能がある。 

 

５ 植樹帯の調査方法 

調査方法は以下のとおりである。対象地区である愛知県名古屋市瑞穂区の６地点の直線道路の歩道を約 200ｍ歩き、

植栽升、歩道幅、車道幅、道路付帯物、中央分離帯の横幅、縦幅の計測を行った。また、樹種、その道路の特徴、利用者

について調べた。図１に示すように歩道幅を測定する際は、縁石の車道側から建物と歩道の境界線までを測る。また乗り

入れ口は歩道の一部として計測する。また中央分離帯の植栽は今回の計測では植樹帯には含めない。 
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６ 調査地点の選定 

以下の通り、調査地点を選定した。交通量

が多く、道幅が広い幹線道路の空港線と山手

グリーンロードで各２地点を選定した。（図２の

①、②、③、④）。また比較のために、歩道のあ

る生活道路を１地点（図２の⑤）と歩道のない生

活道路（コミュニティ道路）を１地点（図２の⑥、

⑦）を選定した。図２では赤丸が幹線道路、青

丸が歩道のある生活道路、緑丸が歩道のない

生活道路を表している。 

 

７ 調査結果 

各調査地点の道路延長 200m の区間における植樹帯等

の寸法（植栽升の横幅・縦幅、歩道幅、車道幅、道路付帯

物、中央分離帯の横幅・縦幅）を計測し、調査区間における

植樹帯等が占有する面積割合を求めた（図３）。 

幹線道路では、中央分離帯の植樹を含めると、中央分離

帯の大きい空港線では、道路における植樹帯の面積割合は

9~11％、あまり中央分離帯の大きくない山手グリーンロード

では、植樹帯の面積割合は 4％となった。歩道のある生活道

路⑤区間では、桜の名所である山崎川が近いことや、ソメイ

ヨシノは根上りしやすい樹種であること、植栽升の中に街灯

があることで植樹帯の面積が大きくなり、面積割合が 14％と

面積割合は大きくなった。歩道のない生活道路では、住宅

が多い区間では、植樹帯が少なく、舗装された路肩で道路

を蛇行させていた。また植樹帯が多い場所は、大きな施設

が面していて車の乗り入れ口が少ない所であった。一方で

駐車場、住宅、会社などの乗り入れ口が多い所は植樹帯が

ほとんどなかった。植樹帯は乗り入れ口と 0.8~1.6ｍから離れ

て設置している所がほとんどだった。このことから植樹帯の

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 測定方法 

歩道幅（舗装された路肩） 

 

      横断歩道幅 

 

      車道幅 

        

      植樹帯幅 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ 調査範囲と調査地点  (GoogleＭａｐｓに加筆) 

 

 

 

図３ 植樹帯等が占有する面積割合 



中部大学 工学部 都市建設工学科 

 

 
 

 

設置には車の乗り入れ口と関係していると思われる。 

 

８ 車の乗り入れ口の承認工事・設置基準について４） 

道路管理者以外の人が、新たに道路に関する工事を行う場合は、あらかじめ申請書を提出し、承認を得た上で、自費

で工事を施工しなければならない。歩道に車の乗り入れ口を設置する場合は、基準に従った、設置幅にし、ブロックやガ

ードレールを撤去するだけでなく、出入りする車に対応できる舗装や側溝に変更する必要もある。 

また植樹帯を撤去する場合は、高木は、乗り入れ口から民地側に向かって左側６ｍ、右側４ｍの部分に高木があると視

界をさえぎることとなり危険となるので、その区間にある高木は伐採しなければならない。また低木は、自費による移植が

原則となっている。同一路線の植樹帯の中であいている部分に移植をしなければならない。 

移植計画に樹種・本数・移植先等を明記したものを事前に提出し許可をもらう必要がある。また設置基準については、

交差点内、交差点の側端から５ｍ以内の部分、横断歩道から前後に５ｍ以内の部分は設置禁止箇所にあたる。設置幅の

基準は乗り入れの車によって決まるが、普通自動車の場合は、３ｍから４ｍの幅を設ける。設置個所数は原則として、１施

設につき１箇所と定められている。 

 

９ 植樹帯の現況に関する考察 

幹線道路における植樹帯には、自動車と歩行者の交通を分離することで、自動車が歩道に乗り上げることの防止や歩

行者の飛び出しを防ぐなどの安全性を向上させる利点がある。また沿道との景観の調和を測るとともに地域全体の風致美

観を向上させる利点がある。樹種の選定については、歩道幅が広く、植樹帯の面積を多く取ることが出来る。しかし交通量

が多いので、交通の妨げになりやすい実のなる樹種や大気汚染に弱い樹種はふさわしくないと考える。また病気、乾燥、

剪定に強い樹種が良いと考える。樹種は高木では、ケヤキ、ナンキンハゼ、トウカエデなど、低木ではシャリンバイ、ヒラド

ツツジ、サザンカが良いと考える。これらの樹種は今回の調査でもよく植栽されていた。 

生活道路の植樹帯の利点は、幹線道路と同じく、歩行者と自動車の交通を分離することや歩行者に快適な道路空間と

提供することである。その上、生活道路では生活する住民の快適性を重要視しなければならない。例として騒音や排気ガ

スなどを防ぐ役割だけでなく、四季を感じることのできこの街に住みたいと思わせるようなランドマーク機能も併せ持ってい

る。樹種の選定については、根上りや枝が大きくなりすぎない樹種が良いとされる。またランドマーク機能をもつ樹種が良

いと考える。 

よって、樹種は高木では、ソメイヨシノ、ハナミズキなどの落葉樹やサザンカ、カナメモチなど、低木ではシャリンバイ、ヒ

ラドツツジ、キンシバイが良いと考える。それに加え歩道のない生活道路（コミュニティ道路）では、植樹帯という障害物を

設置することで、車道を蛇行させ心理的、物理的に車の速度を低下させることができる。その結果通過交通を減らす効果

も得ることができる。（樹種に関する考察は参考文献３)を参照した。） 

 

１０ 植樹帯を増やすための問題点 

瑞穂区土木事務所の担当者にヒアリングをした。「これ以上、現在植樹帯がない道路に植樹帯を増やす計画はある

か？」と尋ねたところ、「現状はそのような計画はない。理由は名古屋市の街路樹の維持管理予算が足りなく、新しく植樹

帯を増やすことが出来ない。」と答えが返ってきた。 

名古屋市の街路樹の維持管理予算は近年増加傾向にあるものの、労務単価の上昇により実質的な作業量は減少して

おり、限られた予算のなかで対応しなければならない。そのため名古屋市は街路樹を増やすのではなく維持管理費が多

くかかる、老朽化・大木化した木を更新していく街路樹再生プラン６）に取り組んでいることがわかった。 

 

１１ 植樹帯を増やすための解決案 
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上記の作業を経て、植樹帯を増やすための解決案を以下のように考えた。 

「植樹帯が設置してある道路に車の乗り入れ口を新しく造るときは、工事依頼者が自費で、乗り入れ口の両側、もしくは

片側に植樹帯を造ることを市町村が奨励する。」 

提案理由は以下のとおりである。 

今回の現地調査において、植樹帯と車の乗り入れ口の関係について知ることができた。また乗り入れ口の両側は

0.8~1.6ｍ空いていることがわかった。よって、植樹帯が歩道で競合している車の乗り入れ口に着目し、このような解決案を

考えた。現在の乗り入れ口の工事４）では、植樹帯を撤去する場合は、高木は、乗り入れ口から民地側に向かって左側６ｍ、

右側４ｍの部分に高木があると視界をさえぎることとなり危険となるので、その区間にある高木は伐採しなければならない。

また低木は、自費による移植が原則となっている。 

それに加えてこの提案では、工事依頼者が自費で乗り入れ口の両側、もしくは片側に植樹帯を造り、その後の管理を行

うことを奨励する。また設置した工事依頼者は、その後の手入れや植物の植え替えなどの、管理をするのを約束に、設置

した植樹帯内に花や中低木を植栽することができるようになることや、市町村に収める税金の割引などを特典として、植樹

帯の設置を奨励する。これにより、市町村の街路樹の維持管理費を使わずに植樹帯を増やすことができると考えた。 

 

１０ まとめ 

本研究では、道路構造令や名古屋市のホームページなどを通じて植樹帯についての知識を深めることができた。また

名古屋市瑞穂区の植樹帯ついての現地調査を、歩道のある生活道路、歩道のない生活道路（コミュニティ道路）で行った。

その結果、住宅が少ない方が植樹帯は多く、車の乗り入れ口が多い所では植樹帯が少なくなどの関係も知ることができた。 

また瑞穂区の土木事務所の担当者に話を伺い、これ以上植樹帯を増やすには、名古屋市の街路樹の維持管理予算が

少ないという問題点を知ることができた。 

その状況を踏まえ、特に生活道路において住民の協力により植樹帯を増やすための方策を考案した。 

本研究のように、植樹帯の調査・分析することで、今後の道路環境が植樹帯によってよりよくなるのではないかと考える。 

今後は、今回調査した場所とは異なる地点、異なる市町村での調査結果を増やすことにより、今回とは違った植樹帯の

樹種や利点が発見できると思う。また得られた結果を用いて植樹帯を利用した、安全面、景観面がよりよい道路を造る方

法を考えていく必要がある。 
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コンパクトシティ実現に向けた地域公共交通のあり方―豊橋市を事例に― 

 

EC18018 加藤 慧大 

1.研究背景 

現在、多くの地域で人口減少が本格化しつつある。住民の自動車移動への依存度が高い地域では、バスを

はじめとする公共交通利用者の減少が進むことにより、運行サービスが縮小されるなど、地域の公共交通の

維持・確保が困難となっている状況も見られる。その傾向を緩和する施策のひとつとして「コンパクトシテ

ィ・プラス・ネットワーク」があり、それを目指す動きが各都市で行われている。それを後押しするために、

改正都市再生特別措置法（2014）に基づく立地適正化計画１）が日本の各都市で策定されつつある。 

  

2.研究目的 

 日本国内で、すでに立地適正化計画が策定されている都市を対象に、それらの都市の地域拠点の設定と誘

導される都市機能の関係を調べ、さらに地域公共交通の整備がそれらの関係に及ぼす影響を比較する。 

 

3.研究方法 

 研究の対象となる都市を定め、その都市の立地適正化計画を調べる。そして、立地適正化計画における地

域拠点の設定、都市機能誘導区域における都市機能の考え方の相違、地域公共交通の考え方の相違を調べる。

最後に事例研究として愛知県豊橋市を取り上げ、地域拠点、都市機能、地域公共交通の関係性を考察する。 

 

4.対象とした都市 

 事例として取り上げる豊橋市では、路面電車が運行されている。その比較

のために現在路面電車が運行されている都市と今後路面電車（LRT を含む）

を導入する都市を対象とした。その中で、立地適正化計画を策定していない

都市は除外し、表 1 に示す 14 都市２）～１５）を対象とした。 

 

5.立地適正化計画とは１） 

 2014 年 8 月に都市再生特別措置法の一部を改正する法律が施行され、立

地適正化計画制度が創設された。 

立地適正化計画は、居住機能や医療・福祉・商業、公共交通等のさまざま

な都市機能の誘導により、都市全域を見渡したマスタープランとして位置づ

けられる市町村マスタープランの高度化版であり、居住や都市の生活を支え

る機能の誘導によるコンパクトなまちづくりと地域交通の再編との連携に

より、「コンパクトシティ・プラス・ネットワーク」のまちづくりを進めるた

めのものである¹⁾。 

 

6.立地適正化計画の都市間比較 

 立地適正化計画ではコンパクトシティを目指すにあたり地域や都市機能の特性にあった誘導施設を定め

られているため、14 都市の都心拠点と地域生活拠点に分けて比較した。表 2 にその結果を示す。表中の〇印

 

策定年月

札幌市 2016年3月

函館市 2018年3月

富山市 2017年3月

高岡市 2018年12月

福井市 2017年3月

宇都宮市 2017年3月

豊橋市 2018年3月

岡山市 2021年3月

広島市 2019年1月

高知市 2017年1月

松山市 2019年3月

長崎市 2018年3月

熊本市 2016年3月

鹿児島市 2017年3月

表 1 対象とした都市 
と立地適正化 
計画策定年月 
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は当該施設を都心拠点または地域生活拠点で

の誘導施設としていることを表す。 

また施設配置だけでなく地域公共交通も

コンパクトシティ施策では重要になると考

え、立地適正化計画内で計画されている地域

公共交通について表３に示すように比較し

た。 

公共交通についての計画の比較のために、

まず立地適正化計画の中で公共交通をどの

ように整備するかに関する計画の有無を調

べた。立地適正化計画は公共交通について定

める計画ではないが、公共交通はコンパクト

シティを目指すにあたり必要になってくる

ものであり、立地適正化計画に記載されてい

る公共交通の政策を比較することにより、そ

の都市が今後公共交通をどのようにしてい

きたいのかについて精査出来ると考えた。 

まず表３に示すように、交通政策のグルー

プ分けをおこない、都市ごとにこのような差

異がなぜ生まれたのかについて考察する。ま

た、交通政策について記述なしの都市につい

ては、本当に公共交通に対する問題はないの

かについて検討した。 

 

7.誘導施設と地域公共交通に関する考察 

表２に基づき、全体を概観するとほとんど

の都市の各拠点において商業施設と文化施

設が誘導施設に選ばれている。これらの施設

は集客力があるものであり、都市として魅力あるものにするために必要不可欠の施設である。逆に商業施設

を誘導施設に定めていない札幌市と長崎市では現在ある商業施設で十分あると考えられていた。また、長崎

市ではコンビニエンスストアなどの小規模な商業施設は拠点地域に誘導するのではなく、民間の経済原理に

任せて立地するほうが望ましいと考えるため、誘導施設には設定されていなかった。 

札幌市、豊橋市、岡山市、広島市の都市拠点には業務施設が誘導施設に選ばれている。業務施設とは主に

オフィスビルなどのことを指し、都市の活力の基盤となる「働く場」をつくりだすために必要な施設である。

札幌市は人口 200 万人、広島市は 100 万人、岡山市は 70 万人、豊橋市は 40 万人となっており、札幌市、広

島市、岡山市では他の立地適正化計画を比較した都市より人口が多く豊橋市でも少なくない人口になってい

る。つまり、業務施設は人口の多い都市の都心拠点で誘導施設に選ばれやすく、都市の中心性や発展状況を

示すものではないかと考える。そのため、立地適正化計画の意図を解釈する際、業務施設を誘導施設に選定

しているかどうかは都市の規模と中心性の高さの一つの目安になると考えられる。 

表３では公共交通の政策がどのように記述されているかまとめた。豊橋市と高知市では公共交通の政策は

書かれていなかった。そのうち、高知市では現在ある公共交通機関で十分であると記載されていた。しかし、

表 3 公共交通の政策の有無 

医療
施設

福祉
施設

商業
施設

子育て
支援

教育
施設

文化
施設

行政
施設

業務
施設

札幌市① ○ ○ ○ ○

札幌市② ○ ○ ○

函館市① ○ ○ ○ ○ ○ ○

函館市② ○ ○ ○ ○ ○ ○

富山市① ○ ○ ○ ○

富山市② ○ ○

高岡市① ○ ○ ○ ○

高岡市② ○

福井市① ○ ○ ○ ○ ○ ○

福井市② ○ ○ ○ ○ ○ ○

宇都宮市① ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

宇都宮市② ○ ○ ○ ○ ○ ○

豊橋市① ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

豊橋市② ○ ○ ○

岡山市① ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

岡山市② ○ ○ ○ ○ ○

広島市① ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

広島市② ○ ○ ○ ○ ○

高知市① ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

高知市② ○ ○ ○ ○ ○ ○

松山市① ○ ○ ○ ○ ○

松山市② ○ ○ ○ ○

長崎市① ○ ○ ○

長崎市② ○ ○

熊本市① ○ ○ ○

熊本市② ○ ○ ○

鹿児島市① ○ ○ ○ ○ ○

鹿児島市② ○ ○ ○

表 2 誘導施設の比較 （①都心拠点、②地域生活拠点） 



中部大学 工学部 都市建設工学科 

高知市の公共交通の利用者は年々減少しており改善は

必要であると考えられる。 

一方、豊橋市では鉄道駅周辺を地域生活拠点に定め、

その駅につながる路線では充実したサービスが提供で

きていると考えている。その路線以外については記載が

なかった。地域生活拠点と都心拠点をつなぐ公共交通は

実際に利用者数を維持しており衰退はしていないが、他

の地域生活拠点ではない居住誘導区域との公共交通は

利用者が減少しているため、何らかの対策が必要である

と考えられる。 

 政策あり（現状維持）と定義した地域では、おもにバ

リアフリー化、IC カードの導入、ダイヤ改正、料金施策

の検討が政策に組み込まれており、現在ある公共交通を

見直し、問題を改善することにより利用者数を上げるこ

とを目的としていた。 

 政策あり（向上的）と定義した地域では、現在ある路

線の延伸を試みることや新駅の設置を行い都心拠点と

地域拠点を含む居住誘導区域の地域公共交通での移動の利便性を高める政策が計画されていた。とくに宇都

宮市では約 700 億円の資金をかけて、LRT による都心拠点と地域拠点をつなぐ路線を新設する政策がとられ

ている。これらの都市ではコンパクトシティ実現に向けて地域公共交通の重要視し、さまざまな計画がなさ

れている。このことから地域公共交通の活性化はコンパクトシティを目指すにあたり大きな鍵になると考察

できる。 

 

8.豊橋市の地域公共交通政策への示唆 

豊橋市は表２、表３から見てもわかるように、公共交通、誘導施設ともに十分な計画がなされていないと

いえる。上記の考察から豊橋市の立地適正化計画の実現のためには、地域公共交通の更なる充実が必要と考

えられる。そのために利用者数が年々減少している現存する公共交通の改善を優先させる必要がある。具体

的には、他の都市で多く取り上げているようにバリアフリー化、IC カードの導入、ダイヤ改正について、直

ちに取り組むべきである。また豊橋市は他の都市の誘導施設の計画と比較して誘導施設が少ない。 

よって、豊橋市では、他都市を参考にして拠点と公共交通との関係性を強化するように立地適正化計画を

見直すとともに、地域公共交通についても積極的な政策を行っていかなければならない状況にある。 

 

9.まとめ 

 今回の研究では豊橋市のコンパクトシティ実現に向けて立地適正化計画に注目し、誘導施設と公共交通の

二つの観点から他の都市と比較し、豊橋市に関する改善点を考察した。 

 全国の路面電車を有する都市間の比較から、公共交通の政策には、現状維持に留まるパターンと、向上策

を図るパターンがみられた。とくに、真剣にコンパクトシティを目指している都市では、積極的な公共交通

政策を展開していることが分かった。 

今回着目した豊橋市の公共交通政策を他の都市と比較すると、まだ不十分なところが多く、根本的な見直

しが必要であることが分かった。また、細部に着目するとバリアフリー化が不十分であることや IC カード

化などの利便性向上に取り組む必要があることが分かった。 

政策あり
（向上的）

政策あり
（現状維持）

記述なし

札幌市 ○

函館市 ○

富山市 ○

高岡市 ○

福井市 ○

宇都宮市 ○

豊橋市 ○

岡山市 ○

広島市 ○

高知市 ○

松山市 ○

長崎市 ○

熊本市 ○

鹿児島市 ○

表 3 公共交通の政策の有無 



中部大学 工学部 都市建設工学科 

 

10.課題 

本研究の課題を挙げるとしたら、市民の意見を聞けなかったことである。研究を行う中で各都市の掲げる

都市計画などを参照して研究を進めていたため、今回調べたものは全て行政側の考えであり、市民側の意見

に耳を傾けることができなかった。都市計画とはそこで暮らしている人々の生活が豊かになるためのものだ

と考えているので、本研究では市民の声をないがしろにしてしまったことが課題である。 
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2021年度卒業研究論文概要 

 

リニア中央新幹線三重県駅（仮称）の設置が周辺地域の都市政策に及ぼす影響 

 

EC18026 北寺優作 

 

１. 研究背景 

現在建設中のリニア中央新幹線は 2036 年に東京-大阪間の全線が完成予定であり、通過する各県には一つ

ずつ停車駅がつくられる。三重県では亀山市のみがリニア中央新幹線の停車駅を誘致していることから、ＪＲ

東海は、亀山市に新駅を設置する方針を固めた。この新駅を本論文では仮称として「リニア中央新幹線三重県

駅」と呼ぶことにする。 

このリニア中央新幹線による地域発展のチャンスを上手く利用するためには、亀山市内に設置される新駅か

ら市内外への二次交通の強化が必要不可欠である。そのために過去に新幹線の停車駅が設置され新たな街を

形成した事例などをもとに、亀山市とその周辺の交通がどうあるべきかを検討する必要がある。 

 

２． 研究目的 

三重県や亀山市の観光面、交通面など様々な観点による現状を知り、どのようにすればリニア中央新幹線三

重県駅を有効活用できるかについて考察する。さらに、リニア中央新幹線の停車駅完成後を見据えて、二次交

通という観点から地域発展をどのように支えることができるかについて考察する。 

 

３. 研究方法 

 過去に新幹線の新駅等が設置された地域を取り上げ、新駅所在都市とその周辺都市の都市政策や課題など

をまとめる。本研究では３つの駅や空港を選定した。一つ目が岐阜羽島駅である。岐阜羽島駅では名古屋に近

く、駅開業当時の羽島市の人口が現在の亀山市と同程度であったことから選んだ。二つ目は新鳥栖駅である。

新鳥栖駅のある鳥栖市では亀山市と同じように、交通の要衝として栄えた。このことから鳥栖市では九州の高

速道路が十字に接続する点であり、亀山市の高速道路と似ていたことから選んだ。三つ目は富士山静岡空港で

ある。富士山静岡空港のある牧之原市では、高速交通体系が一つであることや、高速道路のインターチェンジ

が近いから選んだ。これらの三つの交通施設の事例を参考に、三重県における都市政策や課題などをまとめる。 

 

４. 過去の新幹線駅や空港の設置による影響 

４.１ 岐阜羽島駅¹⁾ 

 岐阜羽島駅では、名古屋駅まで 10 分という地理的状況を生かした通勤通学の需要もある。しかし駅周辺に

は安く利用可能な駐車場が多く、あまり都市開発がされていないのが現状。それは在来線との接続が不便であ

ることが主な要因であると考えられる。岐阜羽島駅からＪＲ岐阜駅までは約 45 分かかる。そのアクセス方法

は岐阜羽島駅から徒歩２分の場所にある名鉄新羽島駅から名羽島線で笠松駅へ、笠松駅で名鉄名古屋本線に

乗り換えて名鉄岐阜駅に、名鉄岐阜駅からＪＲ岐阜駅まで徒歩 10 分で到着する。岐阜羽島駅が不便であると

感じる理由は在来線との繋がりが悪いことが大きな原因であると考えた。 

しかし岐阜羽島駅ならではの特徴もある。岐阜羽島駅では名古屋まで 10 分であることから、まず自家用車

で岐阜羽島駅まで来てさらに新幹線を利用するというパークアンドライドが可能である。また、新型コロナ禍

において、テレワークやリモート会議等の普及により、地方都市に住みながら、必要な時に新幹線を利用して
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大都市に行くという交通需要に無理なく対応できる可能性がある。 

 

４.２ 新鳥栖駅²⁾ 

新鳥栖駅のある鳥栖市では九州の高速道路が十字に接続する点であり、 

新鳥栖駅から鳥栖インターチェンジまで車で 15分程の距離にある。このような立地を 

生かして、鳥栖市では修学旅行生を新鳥栖駅まで呼び込む取り組みや、 

新鳥栖駅を拠点とした観光冊子の作成などに取り組んでおり、新鳥栖駅 

を中心とした都市政策が行われている。また、新鳥栖駅では住民からの 

要望により在来線の長崎本線と接続しているため、在来線との乗り継ぎ 

も容易にできる。このことから新鳥栖駅まで新幹線で来て、新鳥栖駅で 

特急ハウステンボス号や特急かもめ号などに乗り換えて、佐賀市方面、 

長崎方面への移動が可能となった。 

                                  図-１ 九州の高速道路図³⁾ 

４.３ 富士山静岡空港³⁾ 

 富士山静岡空港では高速道路のインターチェンジが近く静岡県内から自家用車でのアクセスが便利である。

このことから航空機やリニア中央新幹線など高速で移動できる交通機関と高速道路の関係は重要であり、そ

れを有効活用すれば、交通施設の利用価値があがると考える。 

 

５.亀山市と三重県への影響と今後 

５.１ 亀山市⁴⁾ 

リニア中央新幹線により亀山市から東京までの所要時間は１時間ほどになる予定である。現在の３時間から

２時間もの時間短縮が可能となる。これにより亀山市周辺は東京の通勤圏内となる可能性がある。毎日の通勤

は現実的ではないかもしれないが、平日は東京で仕事、休日には亀山市で暮らすという二地域居住も可能にな

り、転勤時などにおいても引っ越しの有無も含めた選択肢が増えると思われる。また、亀山市は県内の中でも

企業誘致に積極的であり、リニア中央新幹線開業後には、ＩＴ業界などオンラインでの業務が可能な企業のオ

フィス誘致などが実現すれば、転入者の増加が期待される。 

 

５.２ 三重県⁵⁾ 

 リニア中央新幹線開通により、観光面と経済面で大きな影響がある。 

観光面では移動時間の短縮により、東京から日帰りでの観光が可能になったり、三重県への滞在時間の増加

から、複数の観光地に訪れることが可能となったり、三重県全体の観光地が活性化すると考えられる。 

経済面では、三重県における人口減少率の緩和や第二次産業、第三次産業の事業所数が増加することで、県

内企業が新たにモノやサービスを生産した儲け（総付加価値額）が約 6.1％増加することが見込まれる。この

結果、雇用者数の増加などにつながり、経済の豊かさが向上することに期待される。 

  

６. 三重県全体が有効活用するためには 

６.１ 在来線の強化 

 三重県で最も知名度のある観光地は伊勢神宮である。リニア中央新幹線三重県駅を有益な駅にするために

は伊勢との関係性が重要である。しかし東京方面から伊勢へのアクセス方法に大きな課題がある。それはリニ

ア中央新幹線を三重県駅まで乗車せずに名古屋駅で近鉄に乗り換えた方が所要時間の短縮になることである。

リニア中央新幹線は東京―名古屋間は最速で 40分であり、各駅停車のリニア中央新幹線を乗車した場合は 60
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分である。図２に所要時間の比較を示す。 

 

 

 

 

 

図-２現状のままリニア開通の場合          図-３亀山伊勢間に快速列車が運行した場合 

 

現状では、亀山駅―伊勢市駅間の所要時間は１時間 30 分であり、快速列車や特急列車が無いのが現状であ

る。そこでリニア中央新幹線三重県駅を有効活用するためには、亀山駅―伊勢市駅間の快速列車の運行が必要

であると考える。仮に亀山駅―伊勢市駅間を 40 分で移動できたとすると、図３のようにリニア中央新幹線三

重県駅まで利用した場合の方が 20分の所要時間の短縮になる。 

 

６.２ 周辺都市との道路の強化とバスの整備 

鳥栖市の事例を参考に、修学旅行生の積極的な呼び込みや、リニア新駅を拠点とした二次交通の強化が必要

であると考えた。三重県には高速道路が多く、全て亀山市に繋がっている。そしてリニア中央新幹線三重県駅

は亀山インターチェンジ付近を候補地としていることから、自動車やバスでの二次交通に強いことが長所で

あると考えられる。このような条件を生かして、修学旅行生などの積極的な呼び込みや、三重県駅を拠点とし

た観光を促させる取り組みが良いと考えた。 

 

                               

 

 

  

 

 

 

 

図-４ 鈴鹿亀山道路⁶⁾ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図-５ 北勢バイパス延長⁷⁾               図-６ 三重県の高速道路 
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また、道路交通に強い亀山市だからこそ、周辺都市とのバスの整備や更なる周辺道路の強化が更に利用しや

すい駅になると考えた。実際に現在鈴鹿亀山道路（図４）や北勢バイパスの延長（図５）が着工しており、亀

山と鈴鹿、四日市のつながりが強化されると考える。 

 

６.３ リニア新駅と在来線駅との接続 

 岐阜羽島駅では在来線との繋がりに時間がかかるのに対して、新鳥栖駅では、近隣住民から在来線の停車駅

の設置を請願され、新鳥栖駅には在来線（長崎本線）が接続している。このことから、新鳥栖駅では新幹線か

ら在来線への乗り換えで、長崎方面や周辺駅へのアクセスが良好であると言える。 

三重県駅の第一候補地は亀山インターチェンジ付近（亀山駅から４キロほど離れた場所）であり、既存の在

来線駅に接続する訳ではない。そのため、リニア新駅にも在来線を延長させる、もしくは、関西本線亀山駅―

関駅区間の間にリニア中央新幹線三重県駅の設置をすれば、在来線と繋がるようにすれば、6.1に提示した提

案の実現にもつながる。 

 

７. 結論 

 本研究では過去の新幹線駅完成後の都市政策や現状の三重県の観光地へのアクセス方法などを調査しリニ

ア中央新幹線三重県駅開業後に必要であると思う都市政策を提案できた。 

その結果、駅周辺に大きな駐車場の設置、高速道路までのアクセス、既存の在来線の活用やバスでの二次交

通を強化するなど、亀山市そして三重県の立地を生かした二次交通のあり方について考えをまとめることが

できた。 
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放置自転車の駐車特性の分析 

EC18030 近藤 優樹 

1.研究背景

放置自転車は道が狭くなり通行の支障をきたすだけではなく、景

観を損ねる、点字ブロックをふさがれる、緊急時の救急活動の妨げ

になるなどの影響を与えている。 

 名古屋市では、路上の放置自転車は深刻な問題になっており、駅

周辺の放置自転車に関する 2019 年度の全国集計で、名古屋市が約

6600 台となり、前回調査に続き全国の自治体でワーストとなった。

市はこれまでも放置自転車対策を進めており、本研究で対象とした

栄地区では 2013 年度以降で 5500 台の駐輪場を新設し、ピーク時の

1987 年に比べ 5 分の１に減少している。しかし、栄地区など中心市

街地では駐輪場整備が需要に追い付いていないのが現状である。1） 

本研究では栄駅 8 番出入口前（サンシャイン栄前）を対象とし

て取り上げた。（図‐1）ここを取り上げた理由は駅出入口付近で

あるが放置自転車禁止区域になっておらず、放置自転車が多い。

また、歩道幅も歩行者の多さに比べると余裕があるとはいえないことである。 

2．研究目的 

 今回対象とした栄駅 8 番出入口前（サンシャイン栄前）は、放

置自転車が多く見受けられているのにも関わらず放置自転車禁

止区域に指定されていない。（図‐2）また、栄駅の他の出入口付

近はほとんどが放置禁止区域に指定されている。 

そこで路上駐輪の時間帯別台数、路上駐輪後の自転車利用者の

行き先を調査し、その特性を明らかにすることにより、今後の対

策の基礎資料を得ること、また基礎資料をもとに自分なりの路上

駐輪対策案を提案することが目的である。 

3．研究方法 

 調査区域は栄駅 8 番出入口前（サンシャイン栄前）の歩道とする。1)観測日の 6 時から 23 時まで 1 時間ご

とに現地観察し時間帯別台数を計測すること、2) 路上駐駐車をした後の自転車利用者の行き先を尾行し調査

すること、3）調査から得られたデータをもとに禁止区域の妥当性の把握、路上駐輪対策案の提案をすること、

とした。 

4．調査結果 

1）時間的台数の計測

以下の要領で調査した。

図-2 対象地区の自転車駐輪状況 

図-1 調査対象箇所（黄色部分）2） 

【赤：放置禁止区域、緑：無料駐輪場】 
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  日 程：2021 年 9 月 15 日（水）緊急事態宣言中 

  天 候：晴れ 

  気 温：最高 29.8℃、最低 19.5℃ 

  場 所：栄駅 8 番出入口前（サンシャイン栄前） 

  時 間：6 時～23 時 

  使用物：数取器（図-3） 

  内 容：6 時～23 時を 1 時間ごとに観察し、時間帯別台数を計測。 

ピーク時（15 時）で 100 台近く停まっていた。9 時から 11 時にかけて駐輪台

数の変化（増加）が大きいことが分かった。（図‐4）また、直近の放置自転車禁

止区域（すぐ近くの歩道）では、路上駐輪がほとんどなかったことも確認してい

る。（図‐5） 

2）路上駐輪後の自転車利用者の行き先調査

以下の要領で調査した。

  日 程：2021 年 11 月 8 日～2021 年 11 月 12 日 

  場 所：同上 

  時 間：午前 9 時～午前 11 時 

  使用物：A4 バインダー、マップを印刷した紙、ペン（図-6） 

  協力員：1 名（11 月 8 日、10 日、11 日） 

  内 容：指定した区域内で路上駐輪をした自転車利用者を尾行し、おおよその行き先を記録。 

8 日 9 日 10 日 11 日 12 日 

天候 晴れ 雨のち曇り 晴れ 晴れ 晴れ 

最高気温（℃） 25.1 19.6 17.7 17.8 17.3 

最低気温（℃） 12.5 13.6 9.8 10 8.2 

表-1 路上駐輪後の自転車利用者の行き先調査の調査日状況 

図-4 時間帯別自転車台数 図-5 直近の放置自転車禁止区域 

図-3 使用物 



中部大学 工学部 都市建設工学科 

5 日間で計 207 名集計することができた。（調査時

間内に路上駐輪した人ほぼ 100％）その中でサンシャ

イン栄の利用者が 5 割以上であった。また、9 割以上

の利用者が交差点を超えない場所に行き、サンシャ

イン栄に設置されている自転車駐輪場（有料）を利用

した人は見られなかった。（図-7）サンシャイン栄の

4 階にはホットヨガ、5、6 階にはビューティークリ

ニックがあったためか女性の利用者が多く見受けら

れた。 

5.サンシャイン栄自転車駐輪場概要

表 2 にサンシャイン栄駐輪場の利用規約を記す。

利用時間 8：30～24：00 

駐車できる車両 自転車 

駐輪料金 100 円/1 回 

上記以外の時間は入退場ができない。また、原動機付自転車及び自動二輪車の

駐車はできず、一回利用は、一営業日内の利用とし、これを超過した場合は、一

営業日につき、100 円の追加料金が発生する。 

6.考察

（1）禁止区域の妥当性について

 本研究の対象箇所はピーク時で 100 台近く停まってあるのに対して、直近にあるすぐ隣の放置自転車禁止

区域では全く停まっていない。また、他の禁止区域とそうでない区域を見比べても極端に差があった。このこ

とから、禁止区域の設定は効果が見られる。地下鉄出入口周辺で景観的にも良くなく歩行者交通量も多い。特

に防災面を考慮すると危険な状況になりかねない。歩道幅を考慮すると、路上駐輪の存在は、車いす使用者同

図-6 使用物 

図-7 路上駐輪後の自転車利用者の行き先 

表-2 サンシャイン栄駐輪場 

図-8 サンシャイン栄駐輪場 
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士のすれ違いができない状況を生んでいる。以上から、今回の調査区域も自転車放置禁止区域に加えたほうが

良いと思われる。 

（2）サンシャイン栄の駐輪場（有料）を利用する人がいない件について

 駐輪場を利用しない自転車利用者目線で考えられる意見として、駐輪場の存在を知らない。駐輪するのに手

間がかかる。路上に止めていても恐らく撤去されないだろうと思われている。駐輪料金を支払うのをためらっ

ている。などの考え方をしているのではないかと考えられる。以上から、商業ビル内の自転車駐輪場の有効活

動を推進する方策も必要である。 

7.路上駐輪対策の提案

栄駅周辺のさまざまな放置自転車禁止区域とそうでない区域を見比べた時、極端に差があるように感じた。 

実際、本研究の調査で対象箇所（放置自転車禁止区域ではない）はピーク時に 100 台近く停まってあるのに対

して、直近の放置自転車禁止区域では全く停まっていなかった。以上から放置自転車禁止区域に指定すること

で自転車利用者に対して牽制することができ放置自転車の数の緩和につながるのではないかと考えられる。 

 区域にもよるが自転車利用者の先入観で路上駐輪しても撤去されないだろうと考えている人が多く見受け

られた。また、自治体が放置自転車対策にかけている費用は、決して少なくなく放置自転車に対する苦情対応

など、自治体職員の労力も大きいだろう。これらより、思い切って民間の力を合わせ、大胆に撤去を強化する

ことにより路上駐輪をしてはいけないという雰囲気を作ることができかつ放置自転車問題解決につながるの

ではないだろうか。3） 

8.結論

本研究では、放置自転車の駐車特性の分析について、栄駅8番出入口前（サンシャイン栄前）を対象として

調査した。名古屋市の放置自転車は昔に比べたら改善されてきているが今もなお深刻な問題となっている。

今回の調査で明らかになったのは、自転車利用者の駐輪マナーの意識レベルが低い。サンシャイン栄の駐輪

場が有効活用されていない。禁止区域の影響力は恐らくかなり大きい。以上の３つである。これらの問題を

解決していくには、自治体を中心に自転車利用者にむけて路上駐輪をしてはいけない雰囲気作りや規制を検

討する必要があるだろう。 
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岐阜県内におけるバリアフリー基本構想の効果比較 

 

EC18033 笹野 功太 

 

１．研究目的 

 筆者の最寄り駅である新羽島駅のバリアフリー整備が 2019 年に完成した。エレベーターや障碍者用

多機能トイレなどが設けられ、高齢者や妊婦や子連れの方など、多くの人の利用のしやすさが増したと

思われる。岐阜県内の他の市や町のバリアフリーの現状を調べると、岐阜県内のバリアフリー整備には、

市や町が国（国土交通省）に提出したバリアフリー基本構想が元になっていると分かった。それがどの

ような効果を及ぼしたかについて、岐阜県内での制定事例を調べ、検討する。 

 

２．研究方法 

 まず、文献１）や文献２）を参考にし、必要となる知識を取り入れる。 

 次に、各市町のバリアフリー基本構想を web や図書館で調べ集める。見つけられないものは市役所や役場

に問い合わせコンタクトをはかる。さらに、国土交通省中部運輸局の方に協力していただき、資料の入手を

はかる。 

 基本構想自体の比較や、達成状況、生かされている事業や取り組みを調べ、現状や課題、その解決方法を

考える。 

 

３．バリアフリー基本構想とは 

 バリアフリー基本構想とは、バリアフリー法第 25条において、旅客施設など、高齢者、障がい者の利用す

る施設が集まった地区で市町村が作成できる構想のこと 3）である。一体的なバリアフリー化を進めることが

狙いであり、誰もが暮らしやすいまちづくりに繋がるとされている。 

岐阜県内では、計 13 の市町が基本構想を作成している。 

 

４．岐阜県内の各市町のバリアフリー基本構想について 

バリアフリー基本構想の入手状況を表 1 に表した。直接依頼の方法は筆者メールアドレス、電話番号を

記載した手紙で行った。B 市と L町は返信があり基本構想を入手できた。特に B 市では筆者が直接市役所

に行き担当者とコンタクトできた。担当者からは、筆者が問い合わせるまで基本構想の存在を知らなかった

というコメントをもらった。K市からの返信があったが、市役所内には基本構想が不在という理由で入手で

きなかった。C 町からの返信がなかった。F市と G 市に関しては、中部運輸局に保管されている資料を提供

してもらったが、概要版のみの入手となった。 

 

５．基本構想の項目比較 

 収集したバリアフリー基本構想の比較にあたって、以下の項目を取り上げた。ア)策定年月、イ)構想の見

直し、ウ)別事案の基本構想の作成、エ)市民への公表状況、オ)重点整備地区の面積、カ)重点整備地区内の生

活関連施設の数、キ)市民アンケートの有無、ク)ヒアリング調査の有無、ケ)まち歩き（現地調査）の有無、

コ)対象障がい者の種類、サ)特定経路・生活関連経路の長さの合計距離、の計 11 項目の内容とする。この概

要では４つの項目を取り上げて紹介する。 
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表 1 基本構想の各市町の入手状況 

（〇：本編を入手、△：概要版のみ入手、×：その方法では入手できなかった） 

  策定年月 web  地元図書館の web 担当者への直接依頼 中部運輸局の協力 

A 市(W 駅) 平成 14 年 9 月 〇       

B 市 平成 14 年 9 月 × × 〇   

C 町 平成 15 年 4 月 × × × 〇 

D 市(X 駅) 平成 15 年 5 月 × ×   〇 

E 市 平成 15 年 5 月 × 〇     

F 市 平成 16 年 7 月 × ×   △ 

G 市 平成 16 年 12 月 × × × △ 

H 市 平成 17 年 2 月 〇       

I 市 平成 17 年 6 月 〇       

J 町 平成 17 年 6 月 〇       

K 市 平成 19 年 4 月 × × × 〇 

L町 平成 20 年 4 月 × × 〇   

N 市 平成 25 年 7 月 〇       

M 市(Y 駅) 平成 27 年 4 月 〇       

D 市(Z 駅) 平成 30 年 3 月 〇       

  

「重点整備地区内の生活関連施設の数」では図 1 のようなグラフとなった。生活関連施設とは、相当数の

高齢者、障がい者等が利用する施設のことであり、駅や官公庁、福祉施設等が対象となる。重点整備地区と

は、旅客施設を中心とした地区、高齢者、障害者が利用する施設が集まった地区のことである 2）。図１をみ

ると生活関連施設の数にはバラつきが見られた。特に Z 駅周辺のバリアフリー基本構想では、重点整備地区

が駅近辺にしかなく、「重点整備地区の面積」も 10haととても小規模であると分かった（図 2）。例として N

市では「重点整備地区の面積」は 160haである（図 3）。この比較をした図を図 2と図 3 に生活関連施設も駅

近辺だけでなく、駅から少し離れた範囲にも設定されている。 

 

図 1 重点整備地区内の生活関連施設の数 
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   図 2 Z駅のバリアフリー基本構想 5)              図 3 N 市のバリアフリー基本構想 6) 

 

「構想の見直し」では、全 13 の市町の中で、N 市のみの実施していることが分かった。 

 「別事案の基本構想の作成」では、A 市と D 市が行っている。それぞれ表 2 と表 3に示す。 

 

 

 

 

 

６．進捗状況、生かされている事業や取り組み、関連計画など 

ここでは、特徴のある N 市と、事前にコンタクトをとり問い合わせをした、B 市、G 市、K市、L 町のう

ち、B 市を取り扱う。 

・N 市： 

N 市は、13 の市町の中で唯一進捗状況の記載をしている市であることが分かった。平成 18 年度に策定

した基本構想に位置付けられた施設（道路、公共交通施設）についての整備状況が、完了、一部完了、

未着手、実施中の 4 つの状況で表されている。 

 生かされている事業や取り組み、関連計画については、基本構想に記載されている内容より、11 以上

のものがあると分かった。例として第 6 次 N 市総合計画や、障害者計画、バリアフリー推進計画、健康

づくり計画などがある。 

・B 市： 

B 市役所の方とコンタクトをとった。進捗状況についての質問には、やはり不明との回答だった。しか

し生かされている事業では、都市再生整備計画「B 市南西地区」において、基本構想の考えを取り入れ、

平成 18 年から 22年にかけて事業を行ったということだった。 

筆者自身で調べたところ、高齢の方や障がいのある方などは行き来が困難であった V 駅の V 駅東西自

由通路の建設も関連計画であり、基本構想が生かされている事業だと考える。 

 

7．考察 

 今回の研究の考察としては、バリアフリー基本構想は存在価値があり、まちづくりに対して役立っている

が、改善の余地もあると考えられる。 

各市の基本構想の入手状況から、約半数の市町が公表していないという現状が見られたからである。か

つては公表されていた可能性はあるものの、計画期間の終了した過去の計画ととらえられ現時点では確認で

きないという事実は問題である。改善していくことが大切だと考える。また、記載項目の進捗状況並びに基

本構想の見直しをしているのは、N 市のみであり、全体的に達成状況が不明瞭であった。実際にコンタクト

を取った市町では、筆者が問い合わせるまで基本構想の存在を知らなかった、という現状もあったことか

表 2 A 市の別事案の基本構想 

策定年

月日 

平成 14 年
9月 17日 

平成 27 年
4 月 14日 

A 市 W駅周辺 Y 駅周辺 

表 3 D 市の別事案の基本構想 

策定年

月日 

平成 15 年
5月 15日 

平成 30 年
3月 15日 

D 市 X 駅周辺 Z 駅周辺 
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ら、新しい時代を受け継ぐ人に、受け継ぎがされていないのではと考える。これを改善していくためには、

例として N 市の取り組みにあるようなバリアフリー推進協議会などを設置し、定期的に開催していく必要

があると考える。上記のように基本構想は過去の計画ととらえられているという面もあるが、どの市町でも

バリアフリー基本構想の関連している事業や、生かされている事業があったことは基本構想を策定したこと

の大きな価値の 1つになると考える。 

問題点としては、Z 駅は中心都市にある駅にもかかわらず、生活関連施設が少ないことや、重点整備地区

が駅近辺のみなこと、さらには徒歩 7 分圏内にある U 駅が基本構想に含まれていないことがあげられる。こ

れには鉄道会社との関係や金銭面の関係、さらには担当者のやる気の問題が関係しているのではないかと考

える。鉄道周辺のバリアフリー化というと市や町は鉄道会社の問題と考えてしまう。そうではなく町全体の

バリアフリー化の一環として行う考え方をしていく必要があると考える。 

 

8.まとめ 

現状調査や Z 駅の問題点から、これまでの基本構想には改善点があることが分かった。一方で、良い点と

して、N 市のように基本構想の見直しを積極的に行い、基本構想の内容を充実させている市や、B 市のよう

に基本構想の考えを生かし新たな計画を実施している市がある。いわゆる垂直展開をしている市があること

が分かった。また、A 市や D 市のように他の駅の基本構想を策定している市がある。いわゆる水平展開をし

ている市もあることも分かった。またここで紹介した以外の市町でも、基本構想が生かされている取り組み

や関連事業が多く存在したことから、バリアフリー基本構想はまちづくりに役立っており、存在価値のある

ものだと分かった。 

そして、基本構想を拡大していくために、1 度でも基本構想を策定した市町は、鉄道駅との関わりなど、

策定したことならではの経験を次の世代に継承していくことが望まれる。 
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名古屋都市圏の都市の発展段階 

EC18036 佐藤 楓 

1. 研究背景

 名古屋市のベッドタウン、いわゆる郊外都市に属する江南市、2021 年 10 月の時点で人口が 10 万人に達し 

ようとしている。人口は増加傾向にあり江南市は発展していると考えられる。この点から人口を見てその市町 

村は発展傾向にあるのか、衰退傾向にあるのか現状を調べようと考えた。 

2. 研究目的

 本研究は市町村の過去から現在までの人口などのデータを集め比較することで地域の現状及び傾向を知る

ことを目的とする。また今後市町村の評価を行う際の指標の一つにすることを目的にする。 

3. 研究方法

 研究の対象地域を名古屋都市圏の 38 市 19 町 1 村とする。

対象の市町村の人口データをもとに経済面の情報を集める。

集めたデータを比較、分析し現状及び傾向を掴む。 

4. 名古屋市都市圏１）

 名古屋市都市圏は愛知県名古屋市を中心とする都市圏であ

る。都市間の距離が 20 ㎞以内、人口が 10 万人以上、昼夜間

人口比率が 1 以上である名古屋市と小牧市が核都市として規

定されている。この 2 都市への通勤通学者が全通勤通学者の

5％以上もしくは 500 人以上である市町村が範囲となっている。 

5. 収集した情報

5.1データ収集の方法 

各市町村のデータを集めるにあたって情報の正確性を考えた結果、国勢調査の情報を扱っている RESAS2)

やe-Stat3)のようなデータベースから情報を集めた。

5.2年ごとのデータ 

 国勢調査は 5 年ごとに行われるため、最

新のもので 2020 年から 5 年ずつ遡ってデ

ータを集めた。可能な限り各年代のデータ

を集めたが調査の間隔が合わない項目も

あるため国勢調査の年に近いものを選択

し収集した。表 1 が 5 年ごとに合わせて収

集できた情報。また小売販売額、卸売販売

額、従業者数は年代が合わず国勢調査実施

年に近いデータを使用した。 

図.1 名古屋都市圏の範囲（青塗の部分） 

表 1.集めたデータ 

総人口

男女別人口

年齢別人口

昼間人口

従業者数

市町村民税

地価

農業産出額

製造品出荷額

1974年、1976年～1997年（3年ごと）、1999年、2002

年、2004年、2007年、2014年
小売・卸売販売額

1975年～2020年（5年ごと）

1985年～2020年（5年ごと）

2000年～2020年（5年ごと）

2005年～2015年（5年ごと）

2005年、2009年、2012年～2016年（2年ごと）

1990年～2015年（5年ごと）

2000年～2020年（5年ごと）

1975年、1980年～2006年（1年ごと）、2015年

1971年～2014年（1年ごと）
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5.3合併などで地名、地域に違いがある市町村 

 1980 年～2010 年の間に合併や市制施行によって地域や地名の変更でデータの違いが出ないように合併前の

地域は 2020 年時点の対象地域に合わせて数値を合計している。表 3 はデータを集める際に名称が変わってお

り修正を行った市町村をまとめたものである。 

6.都市の発展段階

人口面で市町村の発展具合を見るためクラッセンが提唱した都市の発展段階論5)の都市化、郊外化、逆都市

化、再都市化の循環の中でどの位置にあたるかを調べる。各市町村で比較を行うために総人口の変化率を用

いる。変化率は「（対象年度の値-対象の前年度の値）/対象の前年度の値」で求めて比較する。 

6.1結果 

変化率の推移をグラフにすると図 3 のグ

ラフ内で赤く太い線の中心都市である名古

屋市は大きな変化が無い。また 11 の市町村

が名古屋市の推移を上回っていた。この名古

屋市を都市の発展段階に当てはめると変化

は小さいがわずかに人口が増加傾向にある

点から都市化がすすんでいると考えられる。

また名古屋市を上回る 11 の市町村は郊外化

によって人口が増加傾向、残りの減少傾向に

ある市町村逆都市化が進んでいると考えた。 

表 3.変化が起きた市町村４） 

市町村名 合併した年

可児市 1982年

日進市 1994年

弥富市 2000年

いなべ市 2003年

清須市 2005年

愛西市 2005年

一宮市 2005年

北名古屋市 2006年

多治見市 2006年

長久手市 2008年

あま市 2010年

西尾市 2011年

七宝町、美和町、甚目寺町が合併。

一色町、吉良町、幡豆町が編入

長久手町から市制施行

可児町から市制施行。

日進町から市制施行。

弥富町から市制施行。

北勢町、員弁町、大安町、藤原町が合併。

土岐群笠原町が編入。

概要

西枇杷島町、清洲町、新川町が合併。2009年に春日町が編入。

佐屋町、立田村、八開村、佐織町が合併。

尾西市、木曽川町が編入。

師勝町、西春町が合併。

図.3人口増減の変化率の推移 

-30%

-20%

-10%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

1980年 1985年 1990年 1995年 2000年 2005年 2010年 2015年 2020年

変
化
率



中部大学 工学部 都市建設工学科 

 

7.主成分分析6)

主成分分析は多くの変数を少ない変数に置き換え要約するこ

とでデータを理解しやすくすることが可能である。主成分分析に

使うデータは 2015 年を基準に 2010 年と 2005 年との変化率を用

意した。分析を行うと元の変数を少なくした変数、主成分として

示される。この主成分は 1～3 つ出ることが多い。また主成分が

何ついて示しているかがわからないため分析者が解釈する必要

がある。分析によって得られた各市町村の得点を横軸が労働、縦

軸が生産の散布図に書き起こしその結果から市町村の特徴や似

た性質を発見する。 

8.結果

8.1 2015年と 2010年の変化率の主成分分析 

第一主成分は図 3 から日中働いている人について、第二主成

分は図.4 より製造品出荷額、従業者数、農業産出額、地価、市

町村民税、男女人口が正の値をとっている点、小売、卸売販売

額は不の値である点の二点から生産について表していると考え

られる。 

図.5 の主成分得点の散布図では第一象限は両主成分が増加傾

向、第二象限は主成分 1 が減少、主成分 2 が増加傾向、第三象

限は両主成分とも減少、第四象限は主成分 1 が増加、主成分 2

が減少傾向を表している。図.5 の散布図でとびぬけてい

る値は西尾市、長久手市、東郷町である。またこの散布図

から得点が近い市町村は特徴が似ていることを示す。図.2

から名古屋市と岡崎市の 2 市、愛西市と知多市の 2 市、

弥富市と豊明市の 2 市、瀬戸市と江南市の 2 市、尾張旭

市と東浦町の 2 市の 5 組は近い特徴を持っていることが

分かった。この分析の結果では両主成分で減少している

地域が多かった。

8.2 2015年と 2005年の変化率の主成分 

図.6 の第一主成分は 2010 年との分析の第一主成分と正の値

をとる項目は似ているが、製造品出荷額や地価など経済に関す

る項目も正の値となっている点から、経済に関する総合力だと

考えられる。図.7 の第二主成分は地価、農業産出額、そして昼

間、男女人口が正となっている点から農業に関する主成分であ

ると考えられる。 

図.6主成分得点の分散 
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図.7主成分 1 
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主成分得点を散布図に書くと御嵩町、七宗町、西尾市、弥富市、

日進市、長久手市がとびぬけていた。また近い値だった地域は

幸田町、小牧市、知立市、北名古屋市、東海市、豊明市の 6 市、、

一宮市、碧南市、蟹江町、武豊町、半田市、瀬戸市、東浦町の

7 町村、飛島村、大治町、常滑市の 3 市町村の 3 組が第一、第

二主成分の視点で見ると似た特徴であると考えられる 

9.まとめ

はじめは人口の増減から発展具合を見ようと考えていたが

愛知県の場合は産業面での発展も大きく関わっていたためさ

らに細かい産業の項目を加えればより特徴を見ることができ

たと考えた。 

 分析において 2010 年との比較で両主成分が負の値

をとり衰退していると考えられる市町村が多かっ

た。また生産額では増加傾向にある地域はあったが

農業産出額はどの地域も年々減少傾向であった。これ

は住宅や工場などの開発が進んでいるのも原因の一

つとして考えられる。 
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救急救助実績と交通事故死傷者数との関連分析 

 

EC18041 杉本 一真 

 

1. 研究背景 

 愛知県では交通事故件数、交通死亡事故件数が多い状況が毎年のように繰り返している。とくに平成

15(2003)年から平成 30(2018)年まで交通事故死者数が 16 年連続の全国最悪であった。全国的に死亡事故件

数は減ってきているとはいえ、令和 2(2020)年では、全国で 2839人の方が亡くなっている¹⁾。  

 

2. 研究目的 

 日本の救急医療体制の整備が交通事故死傷者数の減少にどのように関係しているかを明らかにする。 

 

3. 研究方法 

 都道府県別に救急救助実績と交通事故死傷者数との関連を調べるために、(財)交通事故総合分析センター

(ITARDA)WEB2)や消防白書 3)～5)などで、各年度の病院数、救急活動状況（入電から現着までの時間）などを

調べる。 

調べたデータをエクセルにまとめ、グラフ化などを行う。各年度での比較やなぜその変化が起きたかにつ

いて考察する。 

 

表-1 各年度によるデータ比較例 （消防白書を元に筆者が作成） 

 

 

分析にあたっては以下の仮説を設定し、その妥当性を検証する。 

  仮説 a;救急救命士有資格者数の増加や病院数の増加、現着や病院までの救急車の到着時間の短縮によ 

り、死亡事故率は減少する。 

  仮説 b;平成 23年と 30 年のデータでは 30 年のデータになるほど良い方向のデータになっていく。 

 

4. 研究成果 

(1) 基礎データの収集・分析 

 まず、ITARDA 等により、都道府県別の交通事故件数、死亡事故件数などのデータを収集した。 

 各県の 10 万人当たりの死亡事故件数/事故件数を軸として分析し、表-2 にまとめた。表-2 を見ると死亡事

故件数は東京や愛知がとても多いことが分かるが 10 万人当たりの死亡事故件数/事故件数では死亡事故率の

高い岩手や福井と比べると 5 分の 1ほどということが分かる。よって 10万人当たりの死亡事故件数/事故件

数のデータを使う。 

 

 

平成30年 平成28年 平成23年

死亡事故件数 3449 3790 4481

10万人当たりの(死亡事故件数/事故件数) 801 759 648
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表-2 10万人当たりの死亡事故件数/事故件数 （消防白書を元に筆者が作成） 

 

(2) 各県の救急救命士有資格者数と面積、人口の分析 

 各県の救急救命士有資格者数と面積や人口との比較を行った。 

 仮説 a に従えば、面積、人口ともに少ない人数や小さい面積に一人の救急救命士がついたほうが死亡事故

件数は減っていくと考えられる。そのため死亡事故率の低い県に行けば行くほど少ない面積や人口に一人の

救急救命士がついている右肩下がりのグラフになるはずである。                        

     

図-1 各県の面積と救急救命士有資格者の関係    図-2 各県の人口と救急救命士有資格者の関係 

（消防白書を元に筆者が作成）          （消防白書を元に筆者が作成） 

 

 図-1 は仮説 aのとおり多少のふり幅が大きい所もあるが平均的に右肩下がりのグラフになっている。よっ

て死亡事故率の低い県に行けば行くほど小さい面積に一人の救急救命士有資格者がいるということになる。 

 図-2 は仮説 aとは違い右肩上がりのグラフになった。死亡事故率が高い県に行けば行くほど、少ない人口

に一人の救急救命士有資格者がいるという仮説 aとは逆の関係性があることがわかった。 

 

(3) 各県の病院数と面積、人口の分析 

 各県の病院数と人口、面積の比較を行った。 

 仮説 a は人口、面積ともに病院数が多いことで死亡事故率は減ると考えるが、特に救急車の受け入れ病院

などを考え、右肩下がりのグラフになると考える。 

 図の縦軸を(面積、人口)/病院数、横軸を死亡事故率の高い県順に並べたものとする。                            

       

図-4 各県の面積と病院数の関係         図-5 各県の人口と病院数の関係 

   （消防白書を元に筆者が作成）          （消防白書を元に筆者が作成） 

 

県名 10万人当たりの(死亡事故件数/事故件数) 死亡事故件数

東京 436 142

愛知 536 189

福井 2926 58

岩手 2790 39
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 図-4 では仮説 a の通り多少のふり幅はあるが右肩下がりのグラフになった。死亡事故率が低い県に行けば

行くほど、小さい面積に一つの病院があることがわかる。 

 図-5 では仮説 a とは違い人口/救急救命士有資格者と同じで右肩上がりになっており、ふり幅がとても大き

い。死亡事故率が低い県になるほど多くの人数に一つの病院があるという結果になった。しかし、ふり幅が

大きくあまり信用できないグラフになった。 

 

(4) 高規格車救急車の入電から現着や病着までの分析 

 高規格救急車の入電から現着まで 10分以上かかる割合の比較を行う。（平成 23年と 30 年の比較） 

仮説 bでは 23年よりも 30 年のほうが到着時間は短くなり、死亡事故率の低下に大きく関わっていると考

える。 

縦軸を 10分以上かかる割合、横軸を都道府県順に並べたものとする。 

 

図-6 各県の入電から現着までの 10 分以上かかる割合 （消防白書を元に筆者が作成） 

 

 図-6 は 10分以上かかる割合でほとんどの県が 30年の方が増えているデータを示している。 

 この結果は、仮説 b とは反対にほとんどの県で 23 年よりも 30年のほうが長く時間がかかっているデータ

が出た。これには救急車の台数の問題やそもそもの救急件数が増加しているのではないかと考えられる。 

 

5. 仮説の妥当性について 

 救急救命士有資格者の増加や現着までの時間の短縮では面積と比較したところ、死亡事故率が少ない県ほ

ど面積あたりの救急救命士有資格者が多いということが分かった。しかし、人口との比較では逆の傾向が見

られた。 

 23年から 30年にかけて、死亡事故件数などは大幅に改善された。その一方で、死亡事故率や現着までの

時間は増加している。よって、この状況は仮説 bが成立しない。 

 

6. 考察 

 今回の研究を通して救急救助と交通死亡事故は深く関連しており、救急救助活動の改善すべき部分やもっ

と伸ばすべき部分があると考える。 

面積と病院数や救急救命士有資格者数との比較では予想した通り、死亡事故率の低い県になるほど少ない

面積に一人或いは一つの病院があるほうが死亡事故率を減らせことがわかった。 

 救急救命士有資格者数も病院数も平成 23年より 30年のほうが死亡事故率の各県の順位が下がった時のほ

うが上がった時よりも良いという傾向が見られた。特に面積と病院数の関係では死亡事故率の順位が下がっ

た県と上がった県では 11.6km²の相違が見られた。この関係を重視したほうがいいと考える。消防の方の話だ

と最近では高齢化ということもあり、病院がいっぱいですぐに運ぶことができないことや、違う病院を探す
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こともあるということだった。これは入電から病院までの時間が遅くなることにつながることで、改善策が

必要だと考える。 

改善策として病床の確保や救急病院の充実があげられる。特に二次救急、三次救急の病院の充実が求めら

れると考える。他には病院と病院をつなぐ道路の整備などがあげられる。 

 現着まで 10分以上かかる割合というのが年々増えていってるというのは驚いたが、高規格救急車の不足や

事故件数の増加が関わっているのではないかと考える。消防の方の話を聞いたところ規模の小さい市町村で

は消防の合併を行っており、範囲における高規格車救急車の減少も関わってきているのではないかというこ

とだった。 

表-3 各年の死亡事故率 3)4)5) 

  30 年 28 年 23 年 

死亡事故率 0.00801 0.00759 0.00648 

 

表-3に 23年、28年 30年の死亡事故率をまとめた。ここから 23年から 28年、30 年と死亡事故率が徐々

に上がっていっていることがわかる。これは年々死亡事故が減ってきているとは言われているが、それは事

故件数が減ってきているということで死亡事故率は逆に増えていっているということである。このように車

の発展や道路の整備、煽り運転や携帯を見ての運転などの取り締まりの強化で事故件数は大きく減少してい

るが、死亡事故率という面で改善すべき点は多いと考える。 

 

7. 結論 

 救急救命士の人数や病院の数または病床の確保を行うことで死亡事故率は低下していくことが分かった。

高齢者の増加や病床の圧迫といった問題があるが、救急救命士有資格者の増員や病床の確保、救急病院の充

実などの対策を行うことが必要である。 

事故件数の増加で高規格車救急車が常に街を走っており、待機状態があまりないことも現着までの遅れに

つながっていると考える。高規格車救急車の増加や高齢者の多い地域には多くの高規格救急車の配置をする

べきと考える。 
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2021 年度卒業研究論文概要 

 

公共交通の機能補強による地域活性化 

 

EC18047 塔本 哲成 

 

1. 研究背景 

刈谷市公共施設連絡バス｢かりまる｣は、平成 31 年度 4 月に改正が行われた。一部の系統の延伸や全ての

系統の運行ルート変更が為されたが、一部の区間のみ、経由するバス停はそのままに通行する系統が入れ替

えられていた。改正によってバス運行路線の構築を変えるのは、地域住民にとって利用しやすいという印象

を与えるための 1 つの手法として理解できるが、設置している停留所や通行する道路を一切変更せず、通行

するバスの系統を入れ替えるだけという改正の仕方にどのような意味があるのかが不明である。 

 

2. 研究目的 

 「かりまる」の各系統がどのような機能を有しているかを分析し、今の運行体制における課題に対してコ

ミュニティバスの有する機能をより活かした解決策または改善策を考案する。また、この改善策等が刈谷市

と同様な現状を抱える他の地域に対しても有効であるか、地域活性化に貢献できるかについて考察する。 

 

3. 研究方法 

実際に市の公共施設連絡バス「かりまる」に筆者が乗車体験し、その中で留意すべき系統及び区間を抽出

する。抽出された系統及び区間において、乗降客の数などの情報収集の他、利用客の目的地を分析する擬似

的な OD 調査を行う。他の自治体においてバスの運営形態や環境面などの特徴が似ている地域を参考に、地

域活性化に貢献できる対応策を考案する。今回の研究では、「かりまる」の 4 系統運動公園・東刈谷線と 5 系

統 小垣江・依佐美線に着目する。 

 

4. 刈谷市公共施設連絡バス｢かりまる｣の概要 

1)4 系統 運動公園・東刈谷線 

平成 30 年度までは東刈谷線という路線名で半城土町大原～生きがいセンター間で運行されていた。しかし

平成 31 年 4 月 1 日から生きがいセンター停から総合運動公園停まで延伸し、JR 野田新町駅停やミササガパ

ーク停など一部の公共施設付近を経由しないルートへの変更が為され、路線名も現在のものに改名された。 

2)5 系統 小垣江・依佐美線 

平成 30 年度までは小垣江線という路線名で小垣江駅東口～逢妻駅南口間で運行されていた。平成 31 年度

の改正によって旧依佐美線が受け持っていた小垣江駅西口以北の一部の区間、旧東刈谷線が通っていた野田

新町駅南口、半城土中町 1 丁目、ミササガパークを経由し、小垣江駅東口～小垣江駅西口間を通行するルー

トに変更された。 

 

5. 現状調査 

1)調査方法 

実地調査として筆者が実際にバスに乗車し、各バス停における乗降客数並びに区間ごとの乗客数を記録す

る。本研究では 4 系統並びに 5 系統について着目し、2021 年 5 月から 2022 年 1 月中旬までの間に約 180 日

間に渡ってコミュニティバスに乗車し調査を行った。また市が公表するマスタープランや都市交通戦略、年
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度ごとのバスの利用者数などの情報が記載された事業評価シートから情報収集する。また、バスの利用状況

や課題について市役所の担当職員にヒヤリング調査を行う。 

2)実地調査の結果 

調査期間中に、筆者がバスに乗車し利用客数を計測した結果を表１と表２に示す。これから野田町や半城

土町といった駅から離れた地区に住む住民の利用が多いことが分かった。特に野田町新上納停や高須町艮停

において平日早朝の便では一度に 5 名以上の乗車があるなど、4 系統は筆者の想定した以上に多くの市民が

利用していることが分かった。 

 

表 1 4 系統 運動公園・東刈谷線の主要バス停における乗客数 

 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 

東刈谷駅南口 85 82 92 90 80 

野田公園 73 70 74 68 66 

東刈谷市民センター 89 81 86 79 75 

野田町新上納 91 88 87 93 89 

たんぽぽ 81 85 77 82 74 

高須町艮 87 84 80 81 75 

 

 

表 2 5 系統 たんぽぽ～刈谷駅南口間の主要バス停における乗客数 

 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 

たんぽぽ 64 66 62 63 56 

野田新町駅南口 58 55 52 57 48 

半城土中町 1 丁目 54 50 49 52 46 

ひまわり 60 61 63 59 55 

刈谷豊田総合病院 78 73 76 77 68 

 

3)担当者へのヒヤリング調査の結果 

刈谷市役所都市交通課のコミュニティバス担当の職員から「かりまる」の現状を聞き、コミュニティバス

が最適な運営を行える条件を確認した。バスの利用客数の増加や幅広いニーズに応えられる運営を目指した

いが、事業コストや民間タクシーの需要面で圧迫をしないバスの動かし方に今も明確な方法が見出せていな

いことを理解した。 

4)考察 

 ここまでの調査の結果から、4 系統は通勤通学に対応する速達性を持ったトラフィック機能、5 系統は市の

中部と南部の広範囲を巡回するアクセス機能を有していると考えられる。両系統とも、平日の早朝や午前中

の便では学生や社会人などの利用が多く見られたが、日中や休日の便においては利用客の数に差があった。

これらから利用客である地域住民が、バスが通る道路の交通量を把握しており、短時間で駅などの主要な施

設が集中する刈谷の中心部へ移動することが可能な 4 系統に利用が集中していると考えられる。そのため普

段は 5 系統を利用している地域住民が利便性の悪さからバスの利用を控えるような状況に陥ることを避けつ

つ、5 系統が持つアクセス機能を活かした改善策が必要となる。 

 

6. 改善策の提案 
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1)改善策 

上記の考察を踏まえ、本研究では野田町新上納停に 4 系統に加え 5 系統も停車できるようにルート変更を

行うことを提案する。具体的には、現在フローラルガーデンよさみ停～たんぽぽ停の通行のために右左折し

ていた庚申塚信号を直進し、半城土町大組信号と朝日小学校西信号を右左折して野田町新上納停を経由する

ルートである。図１にその概略図を示す。 

 

図 1 「かりまる」5 系統変更ルート全体 

 

筆者の実施した実地調査において 4 系統が経由する野田町

新上納停や高須町艮停では、早朝では通学の移動手段として

多数の社会人や学生が乗車する様子が何度も見られた。鉄道

沿線から離れた地域に住む市民の利用が集中することから、

速達性という強みを持ちながら常に混雑しがちな状況にある

と言える。 

 さらに依佐美地区では新たな工業団地の造成に伴う市街地

整備事業が計画されており(図 2 参照)、今後様々な事情で自

家用車を持たない地域住民の利用が集中する可能性がある

他、バスの利便性に難を感じた地域住民が日常生活の移動手

段として自家用車を選択し、バスの利用客離れが起こること

が予想できる。 

 これらの課題に対応し、利便性の向上だけでなく快適な車

内環境作りを実現するために、複数の系統を通行させ、分散 

利用が可能な体制を整えるべきだと考える。 

2)道路上での調査及び結果 

改善案として挙げた、5 系統 小垣江・依佐美線フローラルガーデンよさみ停から国道 419 号線を通って野

田町新上納停を経由してたんぽぽ停を目指すルートを取り入れた場合の所要時間について自家用車を使っ

て、とくにルート中の交差点における通過時間を中心に計測した。なお、車の運転は筆者の家族に依頼し、

交差点での通過時間の計測は 100 メートル前から交差点を抜けるまでと設定する。 

変更ルート全体の通行時間、並びに左折、右折する交差点における車両通過にかかる時間を計測した結果

を表３に示す。これから、5～10 分のタイムロスが見込まれることが分かった。 

図 2 依佐美地区都市計画区域図 
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表 3 考案ルート 小垣江駅西口方面の各交差点及び全行程の経由に必要な時間 

 1 便 2 便 3 便 4 便 

庚申塚 1 分 20 秒 32 秒 1 分 34 秒 30 秒 

半城土町大組 2 分 1 秒 58 秒 1 分 2 秒 1 分 15 秒 

朝日中学校西 43 秒 25 秒 22 秒 57 秒 

朝日小学校西 2 分 15 秒 1 分 32 秒 1 分 43 秒 45 秒 

野田町十三塚 1 分 15 秒 1 分 2 秒 1 分 1 分 18 秒 

所要時間 12 分 18 秒 10 分 26 秒 10 分 46 秒 10 分 3 秒 

 

3)改善案の利点 

提案された改善策は以下の利点を有する。 

a)駅から離れた地区のバス停から乗車し、刈谷駅や総合病院などの大型施設が集中する刈谷市の中心部へ

の移動を目的として乗車する多くの利用客に対応できること。 

b)複数の系統を通すことにより、昨今の現状を鑑みた利用客の分散への対応や、利用客と目的地によって

は運行するバスが増便したという認識を与えることが可能になること。 

4)改善策における課題 

なお、改善策には以下の課題も有する。今回のように複数のバス路線を通すことによって集客力を高め、

利便性の向上を目指すための運行ルートの変更は、該当する地域住民や今後その地域を生活拠点とする人に

対して需要が見込めるが、変更前と比較して目的地への到達時間が更に長引くというデメリットを無視して

でも導入すべきではないという意見が多く寄せられる可能性が高い。 

 

7. 結論 

今回の研究から一部の区間におけるバス停に複数の路線バスを通す経路の構築は、郊外などの公共交通が

密集していない地域の住民に需要が見込めることを見出した。自家用車に頼りがちな現代に、少しでも多く

の住民にコミュニティバスを利用してもらえることが地域活性化の一助になると考える。 
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2021 年度卒業研究論文概要 

 

聖地巡礼目的の観光の構成要素について 

 

EC18054 中山亜美 

 

1．研究背景 

 「君の名は。」、「鬼滅の刃」など、近年アニメ文化は広まり、多くの人に受け入れられている。それに伴い

アニメファンが増加し、アニメ聖地巡礼を行う人が増えていると考えられる。実際に、町おこしに成功した地

方が存在する。アニメ聖地巡礼者が増えるということは、交通量も増える。そのため、聖地巡礼は現代社会の

観光・交通に大きく関係しているといえる。 

 

2．研究目的 

 本研究では、アニメが要因となり聖地化した地域を調べ、その特徴について調査する。 

 聖地化の成功と失敗の要因を分析することができ、分析結果から聖地化する際に地方自治体や関係各所、住

民がどのように関わって行くべきか提案が可能になると考える。また、分析結果から、2021 年に放映された

テレビアニメの舞台となり聖地化を目指している岐阜県多治見市を評価、比較し、新たな提案を考察する。 

 

3．研究方法 

 本研究では、対象地域が全国に及ぶ。そのため、筆者自身では赴けない場所については、インターネットや

過去の論文等の情報収集が重要となる。また、現在の新型コロナ感染症の感染状況を考慮し、書籍や論文、関

連 Web サイトでの資料収集を主とする。 

本研究では、聖地としての魅力を評価する。そのため、旅行ガイドブックるるぶを参考に、見る、食べる、

遊ぶ、の 3 要素に加え、交流する、体験する、の 2 要素から各アニメの評価を行う。 

 聖地が存在するアニメを数個選択し、Web サイトや書籍、論文から資料収集を行う。その後各アニメの特徴

を分析し、まとめる。 

現在聖地化を目指す多治見市において、アニメや活動など資料収集、関連場所への実地調査を行う。その後、

資料を基に分析を行う。 

各アニメと多治見市の取り組みを比較し、結果から新たな提案を考察する。 

 

4．アニメ聖地巡礼とは 

聖地巡礼とは一般的には宗教的な用語である。しかし、近年使用されている聖地巡礼という用語はアニメや

漫画等に関わる場所を訪れるという意味でも用いられている。本研究では 2 つの論文 1)2)を参考に聖地巡礼を

アニメやゲームに関連する地を訪れる意味で用いることにする。 

『作品の描写の中で一つの実在する町が細かに再現され舞台の探訪を可能としている「狭義聖地」と、描写

の中で実在する町の再現がない「広義聖地」の２種類に大きく分類する。さらに、町を再現した描写がない「広

義聖地」を「モデル地」「ゆかりの地」「依り代」の３種類に分類する。』1) 

「アニメ聖地巡礼を、アニメやゲーム、マンガ等、オタク系文化のコンテンツ作品の背景として描かれた場

所を訪れる行為とする。」2) 

以上を参考に本研究では、アニメや漫画、ゲーム等作品の背景として描かれた場所、作中の背景・雰囲気と
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類似した場所、キャラクターのモデルとなった人物・モチーフが関係している場所、作者と関係している場所

を訪れる行為を聖地巡礼と定義する。 

 

5．各アニメの分析 

 (1) アニメの選出 

はじめに、研究方法で記載した通り本研究で対象とするアニメを選出した。選出するにあたり、聖地巡礼ガ

イド本 2 冊 3)4)、アニメ聖地巡礼の観光社会学 2)、アニメツーリズム協会 5)を参考にアニメ「やくならマグカッ

プも」との関連性を参考にした。 

選出したアニメは表１に示すとおりである。 

 

 

(2) 聖地巡礼への取り組み 

表 1 に記載したタイトルから、書籍 2)6)と各アニメ関連サイト 7)8)等を参考に、アニメの特徴や取り組みにつ

いてまとめ、分析する。 

1 つ目に、「らき☆すた」、「けいおん！」ともに地域住民の協力があり聖地として有名であるということで

ある。アニメ聖地巡礼の観光社会学 2)から地元民がファンへ自発的に話しかけ交流を行っていることが分かる。

この交流から行われた取り組みが、豊郷小学校の「けいおんカフェ」や土師祭の「らき☆すた神輿」である。

このことから、地域住民とファンの相互理解、協力体制が必要であると考えられる。また、これらの取り組み

により、見る、食べる、体験する、の要素が満たされている。 

2 つ目に、参加型イベントの開催である。「らき☆すた」と「天体戦士サンレッド」では飲食店で、「君の名

は。」と「2.43 清陰高校男子バレー部」では駅、地元関連施設にてスタンプラリーやクイズラリー等参加型の

イベントが開催されていた。このことから食べる、遊ぶ、交流する、の要素が満たされていると推察する。 

 

6．やくならマグカップも 

 (1) 聖地化を目指す「やくならマグカップも」とは 

「やくならマグカップも」とは、通称「やくも」と呼ばれる岐阜県多治見市を舞台にしたアニメである。本

研究と同年に放送していたことから、研究を行うこととした。詳細は以下の通りである。 

表 1.アニメタイトル 

 

タイトル 放送日 聖地となった地域 具体的な場所(一部抜粋)

氷菓 2012年4月～9月 岐阜県高山市
斐太高校(神山高校)

荒楠神社
平湯の湯

やくならマグカップも
第1期：2021年4月～6月

第2期：2021年10月～12月
岐阜県多治見市

虎渓山永保時
ながせ商店街

本町オリベストリート
多治見市美濃焼ミュージアム

らき☆すた 2007年4月～9月
埼玉県久喜市(旧鷲宮町)

　　　幸手市
鷲宮神社(鷹宮神社)

けいおん!
第1期：2009年4月～7月
第2期：2010年4月～10月

京都府京都市一帯
滋賀県犬上郡

豊郷小学校
修学院駅

君の名は。 2016年8月　公開
東京都

岐阜県飛騨市
長野県

気多若宮神社
飛騨古川駅

ゆるキャン△
第1期：2018年1月～3月
第2期：2021年1月～4月

山梨県
長野県
静岡県

まかいの牧場
パインウッドオートキャンプ場

見付天神社

天体戦士サンレッド
第1期：2008年10月～09年3月
第2期：2009年10月～10年3月

神奈川県川崎市
二子公園
溝口神社

2.43　清陰高校
男子バレー部

2021年1月～3月 福井県

福井県営体育館
東尋坊
大平庵

福井駅前恐竜モニュメント
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 (2) 「やくならマグカップも」と各アニメの比較 

 表 3 に「やくならマグカップも」と各アニメの比較をまとめた。るるぶの 3 要素+独自の 2 要素、さらに情

報発信能力として Twitter の公式アカウントの有無を示す。 

 

 この表 3 から、「やくならマグカップも」には遊ぶ、交流する、の要素が欠けていることがわかる。 

 

7．考察 

 「やくも」が今後聖地化していく上で何が大切かについて考察する。 

1 つ目に住民の理解と知名度である。「らき☆すた」や「けいおん!」から聖地化には住民との相互理解が大

切であるという要素が分析できる。多治見市では、市内で「やくも」を目にする機会が多いが、モザイクタイ

ルミュージアム等観光地 HP ではやくもとのコラボなど確認することができていない。そのため、多治見市内

の観光地とも理解や連携を図っていく必要があると考える。 

2 つ目に、他聖地化したアニメの研究と、実施した事柄の取り込みである。例えば、聖地巡礼ノートまたは

交流ノートである。これは巡礼者同士が現地で交流する手段の 1 つである。交流する、の要素が欠けている

「やくも」に有効であると考える。また、飛び出し坊やのキャラクター化である。「けいおん!」にて地元住民

がファンと協力し飛び出し坊やを「けいおん!」のキャラクターにした。このように身近にあるものを少し変

化させるだけでも大きな話題性になりえると考えられる。多治見市では市役所職員の名刺を「やくも」デザイ

ンにすることが可能となっているが、一般市民やファンとの関わりが少ないため、市民に身近なものでの取り

組みを行う必要があると考える。その他に「天体戦士サンレッド」ではキャラクターが大使として任命され、

表 2.「やくならマグカップも」の詳細 

 

ジャンル 学園・日常

アニメ
第1期：2021年4月～6月
第2期：2021年10月～12月

特徴
30分の前半15分にアニメを放送、後半に声優による多治見の探訪が行われる。
ご当地マンガが原作のため、町おこし色が強い。
原作が有志や地元企業が集まり作られたため、地元企業などのタイアップが強い。

聖地 岐阜県多治見市(周辺)
やくならマグカップも
やくならマグカップも　コミカライズ！(2021年9月30日)

フリーペーパー　2012年～現在

2010年多治見の有志や企業が集まり、プロジェクトが始動
2012年地元IT企業プラネットがフリーコミックを発行
元気な多治見プロジェクト「やくならマグカップも」

原作

表 3.各アニメの評価 

 

見る 食べる 遊ぶ 交流する 体験する twitter

けいおん! 〇 〇 〇 〇 × ×
らき☆すた 〇 〇 〇 〇 〇 ×

氷菓 〇 × 〇 〇 〇 ×
ゆるキャン△ 〇 〇 〇 × 〇 〇
君の名は。 〇 × 〇 〇 × 〇

やくも 〇 〇 × × 〇 〇
天体戦士サンレッド 〇 〇 〇 〇 × 〇
2.43　清陰高校
男子バレー部

〇 × 〇 〇 〇 〇
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「2.43 清陰高校男子バレー部」では声優が広報担当に任命されている。この事例から、多治見出身者又は「や

くも」キャラクターに役職を任命する取り組みを行うことが 1 つの話題性につながるのではないかと考える。 

3 つ目に体験型のイベント実施である。「らき☆すた」、「天体戦士サンレッド」、「君の名は。」「2.43 清陰高

校男子バレー部」ではスタンプラリー等参加型のイベントが開催されていた。「やくも」にはこのように巡礼

者が来ても遊ぶなどの体験する場所が少ない。そこで各アニメが行っていたスタンプラリーなど参加型イベ

ントの開催である。「やくも」の現在の取り組みに、ロケ地にパネルを設置し、その場で専用アプリを使用す

ることで音声ガイドを聞くことが可能であるという物がある。設置されているロケ地パネルを利用しスタン

プラリーが行えるのではないかと考えられる。ロケ地パネルは屋外に存在し、スタンプ台の設置は難しい、そ

こで QR コードなど利用し、実際にハンコがなくても行えるモバイルスタンプラリーといった工夫により取り

組みの実施が可能であると考えられる。また、他アニメではクイズラリー形式のイベント等行われているが、

クイズのみだけでなく、謎解き要素を含んだイベントも有効であると考える。このことから、遊ぶ、の要素を

組み込むことが可能であると考える。 

以上のことから、総じて「やくならマグカップも」は知名度が低いため、さらなる取り組みを行っていく必

要がある。しかし、現在は満たせていない状態だと考えられる。また、陶芸が主要なアニメであることから、

この部分にさらに特化する必要があると考えられる。 

 

8．まとめ 

 聖地巡礼とはファンのみ、地域のみなど片方だけでは成功することは難しい。そのため、相互の理解と協力

が必要であると分析できる。 

 本研究で分析したアニメでは見る、食べる、遊ぶ、の要素がそろっているものが多く、聖地巡礼でも重要で

あることが分かった。さらに交流する、体験する、といった要素が発見できた。 

 各アニメと「やくならマグカップも」を比較することで、どの要素が足りないか分析を行うことができ、結

果、遊ぶ、交流する、の要素が足りないことが分かった。 

 今後多治見市が聖地化として発展するためには、知名度の向上、不足している要素の取り組み、その他要素

の補強となる取り組みが必要である。 
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